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野田市立あさひ育成園の管理に関する年度協定書

野田市（以下「発注者」という。）と社会福祉法人はーとふる（以下「受注者」と

いう。）とは、平成３１年２月２１日に、野田市立あさひ育成園（以下「本施設」と

いう。）の管理に関して締結した野田市立こだま学園及び野田市立あさひ育成園の管

理に関する基本協定書（以下「基本協定」という。）に基づき、本施設の管理に関す

る年度協定（以下「年度協定」という。）を締結する。

（年度協定の目的）

第１条 年度協定は、本施設の管理業務（以下「本業務」という。）の各年度の業務

内容及び本業務の実施の対価として支払われる指定管理料を定めることを目的とす

るものである。

（令和５年度の業務内容）

第２条 発注者及び受注者は、令和５年度の業務内容は、基本協定第１２条に定める

とおりであることを確認する。

（業務報告等）

第３条 受注者は、毎月、本業務に関する報告書を発注者に提出しなければならない。

２ 受注者が発注者に提出する報告書の内容は次のとおりとする。

(1)施設の利用状況

(2)破損及び修繕の実施状況

(3)事故、要望及び苦情対応状況（些細な案件も含め、全て報告すること。）

(4)使用料及び利用料金収入の状況

(5)燃料費の使用量及び支払状況

３ 発注者は、受注者から本業務に関する報告書の提出を受けたときは、確認した上、

当該報告書の引渡しを受けるものとする。

（保育士等処遇改善事業報告等）

第４条 受注者は、保育士等処遇改善事業（以下「改善事業」という。）に関する報

告書を発注者に引き渡したときは、発注者に対して第５条第４項に規定する指定管

理料の支払を請求するものとする。本業務における改善事業の対象とする職種は、

基本協定第２４条第１項の表に掲げる職種のうち、保育士及び児童指導員（以下

「保育士等」という。）とする。

２ 受注者は、賃金改定事業（以下「改定事業」という。）に関する報告書を発注者

に引き渡したときは、発注者に対して第５条第４項に規定する指定管理料の支払を

請求するものとする。本業務における改定事業の対象とする職種は、第６条第２項

に規定する調理員とする。
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（令和５年度の指定管理料）

第５条 発注者は、受注者に対して本業務の実施の対価として、金３６，６５３，６

９５円（「消費税額」は、消費税法第６条第１項の規定により非課税とする。）を

支払うものとする。

２ 前項の指定管理料は、前金払いにより年４回に分けて支払うものとし、支払期別

及び支払金額は次に掲げるとおりとする。

３ 前２項の規定のほか、千葉県国民健康保険団体連合会より支給される福祉・介護

職員処遇改善加算等として、金１，２１９，５４１円を４月期に支払い、実績に応

じて年度末に精算するものとする（「消費税額」は、消費税法第６条第１項の規定

により非課税とする。）。

４ 前３項の規定のほか、発注者は、受注者に対して第４条第１項の改善事業の実施

に伴う別記１及び第４条第２項の改定事業の実施に伴う別記２に定める指定管理料

を支払うものとする（「消費税額」は、消費税法第６条第１項の規定により非課税

とする。）。

５ 発注者は、第２項から第３項、第４条第１項及び第２項の規定による適法な支払

の請求があったときは、その日から起算して３０日以内に指定管理料を受注者に支

払うものとする。

６ 受注者は、発注者の責に帰する理由により前項の規定による指定管理料の支払が

遅れた場合には、遅延した日数に応じて指定管理料に対し、年度協定締結時におけ

る政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和２４年法律第２５６号）第８条第

１項の規定により財務大臣が決定する率を乗じて計算した額を発注者に請求するこ

とができる。

（市長が定める賃金の最低額）

第６条 基本協定第２４条第１項の規定に関わらず、令和５年度の保育士等に係る市

長が定める賃金の最低額は１，１２０円とする。

２ 令和５年度に本業務に従事する栄養士に係る市長が定める賃金の最低額は１，０

７４円、運転士に係る市長が定める賃金の最低額は１，０３９円、調理員に係る市

長が定める賃金の最低額は１，０４１円と定め、基本協定第２４条から第２６条ま

での規定を準用する。

（個人情報の取扱い）

第７条 受注者は、当該公の施設の管理に係る個人情報を取り扱う事務の登録簿を確

認し、登録簿により届け出られた個人情報の取扱い以外の取扱いをしようとすると

きは、あらかじめ、市長の了承を得た上でなければ、当該取扱いを開始してはなら

ない。

支払期別 支払金額

４月 ９，１６３，４２４円

７月 ９，１６３，４２４円

１０月 ９，１６３，４２４円

１月 ９，１６３，４２３円
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（疑義等の決定）

第８条 年度協定に定めのない事項については、第一義的には基本協定によるものと

する。基本協定にも定めのない事項については、発注者と受注者の協議の上、これ

を定めるものとする。

本協定を証するため、本書を２通作成し、発注者、受注者がそれぞれ記名押印の上、

各１通を保有する。

令和５年４月１日

発注者 野田市鶴奉７番地の１

野田市

野田市長 鈴 木 有

受注者 野田市船形３１０番地

社会福祉法人 はーとふる

理事長 小 林 公 平
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別記１

各月の処遇改善加算前の支払賃金(※１)が１，１２０円未満である保育士等の労働者

１人につき、次に示す計算式により計算される額の総額

（１，１２０－当該労働者の処遇改善加算前の支払賃金(※２)）×当該労働者の各月

の時間外労働時間を除く労働時間(※３)＋当該労働者の本給付による法定福利費の増

額分(※４)

※１ 支払賃金とは、受注者等が労働者に支払う最低賃金法に基づく最低賃金制度に

定める手当等の区分による所定内給与のうち、基本給相当額と基準内手当の合計

額を１時間当たりの賃金に換算した額（小数点以下切捨て）をいう。

※２ 当該労働者の処遇改善加算前の支払賃金が１，０７４円未満の場合は、当該支

払賃金は１，０７４円とする。

※３ 当該労働者が月給制の場合は、当該労働時間は年間所定労働時間を１２で除し

た時間とする。

※４ 当該労働者の処遇改善加算前の支払賃金が１，０７４円未満の場合は、当該支

払賃金を１，０７４円として算出した場合の法定福利費と、支払賃金を１，１２

０円にした場合の法定福利費の差額とする。

別記２

各月の賃金加算前の支払賃金(※１)が１，０４１円未満である調理員１人につき、次

に示す計算式により計算される額の総額

（１，０４１円－当該労働者の改定事業加算前の支払賃金）×当該労働者の各月の時

間外労働時間を除く労働時間(※２)＋当該労働者の本給付による法定福利費の増額分

※１ 支払賃金とは、受注者等が労働者に支払う最低賃金法に基づく最低賃金制度に

定める手当等の区分による所定内給与のうち、基本給相当額と基準内手当の合計

額を１時間当たりの賃金に換算した額（小数点以下切捨て）をいう。当該支払賃

金が、千葉県について決定された最低賃金法に規定する地域別最低賃金未満の場

合は、地域別最低賃金の金額とする。

※２ 当該労働者が月給制の場合は、当該労働時間は年間所定労働時間を１２で除し

た時間とする。


